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議案第２１号 

   天理市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予 

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

等を定める条例の全部改正について 

 天理市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の全

部を次のように改正しようとする。 

  令和３年３月２日提出 

天理市長 並 河  健  

   天理市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予 

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

等を定める条例 

天理市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平

成26年12月天理市条例第30号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第1 2 3号。以下「法」とい 

う｡)第59条第１項第１号、第1 1 5条の22第２項第１号並びに第1 1 5条の24第

１項及び第２項の規定に基づき、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営

並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び指定介護予防支援等

の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第37号。以下「基準

省令」という｡)において使用する用語の例による。 

（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法の基準） 

第３条 法第59条第１項第１号の規定により条例で定める基準並びに法第1 1 5
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条の24第１項の条例で定める基準及び員数並びに同条第２項の規定により条

例で定める基準は、この条例に定めるもののほか、基準省令の定めるところ

による。 

 （指定介護予防支援事業者の指定に係る申請者の要件） 

第４条 法第1 1 5条の22第２項第１号の条例で定める者は、法人（その役員 

（法第70条第２項第６号に規定する役員等をいう｡)のうちに天理市暴力団排

除条例（平成23年12月天理市条例第22号）第２条第２号及び第３号に該当す

る者があるものを除く｡)とする。 

 （指定介護予防支援事業者等が連携に努めるべき者） 

第５条 指定介護予防支援事業者及び基準該当介護予防支援の事業を行う者 

（以下「指定介護予防支援事業者等」という｡)は、事業の運営に当たっては、

市、地域包括支援センター、老人福祉法（昭和38年法律第1 3 3号）第20条の

７の２に規定する老人介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、他の指

定介護予防支援事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介

護予防サービス事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成17年法律第1 2 3号）第51条の17第１項第１

号に規定する指定特定相談支援事業者、医療関係者、住民による自発的な活

動によるサービスを含めた地域における様々な取組を行う者等との連携に努

めなければならない。 

 （記録の保存年限） 

第６条 指定介護予防支援事業者等は、基準省令第28条第２項第１号及び第２

号（基準省令第32条において準用する場合を含む｡)に掲げる記録を整備し、

介護予防サービス計画費の支払を受けた日の属する月の翌月の１日から５年

間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者等は、基準省令第28条第２項第３号から第５号ま

で（基準省令第32条において準用する場合を含む｡)に掲げる記録を整備し、

その完結の日から５年間保存しなければならない。 

 （その他） 

第７条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 


